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研究成果の概要（和文）：本研究では、農業における地理情報システムを活用・普及させるため

に住民参加型 GISの構築・更新手順のマニュアルを作成した。また、平成 21 年度から 23 年度

の文部科学省の委託研究、「衛星データを利用したコメの成育モニタリンシステム」の研究成果

を活用して、衛星画像から推定した圃場別の SPAD値とタンパク値を本研究で更新した農業 GIS

を活用し協力農家の圃場に取り込んだ。 

 

研究成果の概要（英文）：In this study I have made a manual how to develop and renewal GIS with the 
Cooperation of Community Participation in agricultural area at a low cost in order to spread GIS over 
agricultural area.  
And the result of “Rice Growth Monitoring System using Satellite Data” which I have developed by the 
research fund of the Ministry of Education and Science from 2009 to2013 enables to put Spad value and 
Protein ratio which are calculated by Growth Monitoring System into a digital paddy field data in GIS. 
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１．研究開始当初の背景 

 
農林水産省は規模拡大を推進し農業の担

い手確保をするために、①農地のデータベー
ス化、②耕作放棄地の解消、③優良農地の確
保対策、④農地の面的集積の促進、⑤所有か
ら利用への転換による農地の有効活用を柱
とする『農地制度改革』を発表した。この改
革の中に、農地情報を一元化し、担い手に土
地を集積し規模拡大を実現しようとする考
えがある。 

農地情報の一元化とは、今まで、農業委員
会や土地改良区などがバラバラに保有して
いた農地関連情報（市町村：農地利用集積計
画、農業委員会：農地基本台帳、JA：営農情
報、共済組合：共済加入情報、土地改良区：
土地原籍簿）を都道府県の農地情報センター
（県土連）に提供し、同センターで農地に関
する情報と地図情報をマッチングさせ一元
化し、各関係機関に情報を提供することを指
している。さらに、これらの情報を市町村単
位の面的集積組織（農業委員会、農協など）
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に提供し、農業振興計画の策定や担い手に農
地を集積するために活用するとしている。 
ここで、問題になるのは農地情報センター

（県土連）における農地情報と地図情報のマ
ッチングの精度についてである。鈴木の研究
によれば、県土連で作成した地理情報システ
ム（以下 GISと表記する）は、デジタル地図
が間違っていたり、また、農家台帳に記載さ
れている属性（統計）データが不正確なため
に、ポリゴンデータと統計データのマッチン
グが正確にはなされていないものが多い。加
えて、現場の担当者は GISについての知識が
不足しており、たとえ、市町村単位の面的集
積組織（農業委員会、農協など）が設立され
ても、この組織に正確な圃場データが提供さ
れず、また、必要な情報を整理し地図上に表
現することができるかは疑問である。 
加えて、現在、農業委員会や農協に導入さ

れている GISは、開発を受注したシステム会
社の独自フォーマットによりデータが構
築・管理されているために、開発を担当した
システム会社が独占的な状況になり、データ
の修正・更新に多大なる出費を要するものと
なっている。このような理由で、補助金等で
構築した GISの多くは、事務所の片隅に放置
されており、利用・普及の面では程遠い状況
にある。 
鈴木は 2005 年より、JA 山形おきたまと現

地の農家と協力し、衛星画像と栽培記録、作
付品種、食味データなどを同一の地図、圃場
図に重ねる農業 GIS を同 JA 管内の吉島地区
963ha の試験区において構築してきた。 
しかし、この共同研究の過程で、GIS を更

新・活用・普及するためには、農家や JA 担
当者が中心となり地図・台帳を管理する組織
化が不可欠であることが明らかになった。こ
の組織化が本研究のコンセプトとして使用
している住民参加型 GISである。この住民参
加型 GIS が実現できれば、農林水産省が提案
する「市町村単位の面的集積組織（農業委員
会、農協など）に圃場データを含む農業情報
を提供し、農業振興計画の策定や担い手に農
地を集積するために活用する」ことが可能に
なる。これが、本研究の着想に至った経緯で
ある。 
 
２．研究の目的 
  
農業分野における GISの利用は、農業委員会、
土地改良区、農協等において試みられている。
しかし、これらの GISは、作成したデジタル
地図や農家台帳に記載されている属性デー
タが不正確なために、ポリゴンデータと属性
データのマッチングが正確にはなされてい
ないものが多い。このような理由で、補助金
等で構築された GISの多くは、利用・普及の
面では程遠い状況にある。本研究では、農業

GIS を活用・普及させるために、住民参加型
GIS の概念を現場に導入し、地域の事情がわ
かっている農協の部会等と協力し、農家と農
協などが自から管理・運営できる農業 GIS を
構築するための組織化の方法を解明する。ま
た、本研究の対象地域である JA 山形おきた
ま管内に住民参加型農業 GISを構築するとと
もに、普及のための条件を明らかにする。 
 
３．研究の方法 

 
本研究の計画・方法は以下に示す 6 つに分

かれる。 
(1)住民参加型農業 GISの中心となる人材を
農協と協力して育成する。 
(2)育成のための GIS研修プログラム（ポリ
ゴンデータの作成、マッチング方法等）を実
施する。 
(3)生産現場で活用可能な衛星画像コンテン
ツ情報を提供する。 
(4)住民参加型農業 GISから得られる営農関
連情報を農家へ伝えるノウハウを構築する。 
(5)住民参加型農業 GISを普及させるための
コスト分析を行う。 
(6)JA 山形おきたまで開発した住民参加型農
業 GISを普及させるためのフィジビリティテ
ストを他地域で実施する。 
 
４．研究成果 
 
(1)小地域の GIS の構築には携帯 GPS の活用
が可能であることを山形県舟形町の３地域
の圃場で簡易 GISを構築した。（図 1） 
(2)多くの市町村の農業委員会で所有してい
る GIS を現地の JA が営農指導等に利用でき
るかどうかを新潟県胎内市において検証し
た。その結果、JA と市役所間で「営農支援プ
ログラムに係る地籍関係データの使用に関
する協定書」を締結することにより、市の GIS
を JA に利用できることを確認した。 
(3)農業 GIS を低コストで作成するために、
衛星画像を用いたポリゴンデータの作成を
ハノイ農業大学に依頼した。その結果、ハノ
イ農業大学が作成した GISデータは精度には
問題がないことを確認した。(図 2) 
(4)GISの変更作業を効率化するために、① 
GIS上で圃場を管理するための方法と② GIS
上での圃場管理のために共通key（共通項目）
を設定する方法について明らかにした。①で
はGIS上で大字毎に圃場を分類することに「よ
り、１枚の地図上で管理する場合に比べて検
索速度の向上及び管理が容易になることを示
した。②はこれまでの「地名地番」をkey項目
とする方法では作業効率が悪いことを確認し
、ポリゴンデータと共済組合台帳の共通項目
として新しく独立した共通key番号を設定す
ることが重要であることを明らかにした。 



 

 

(5)JA等がGISを構築・普及するための基本的
な考え方を整理した。すなわち、農業GIS を
JA独自で開発するか、農業委員会、水土里ネ
ットなどの他機関のGISを利用するかの意思
決定を行い、GISをJA独自で開発する場合には
① ベースマップとして字切図か衛星画像（
航空写真）のどちらかを選択する。②ポリゴ
ンデータの作成を外注する。③ JA内に設置
した組織（農民参加型GIS）でポリゴンデータ
と共済組合台帳、及び、生産履歴データとの
マッチングを行う。他の機関のGISを利用する
場合には、④GIS関連データの共同利用に関す
る協定書を関連機関と結ぶ。 
(6)住民参加型GISの構築・更新手順のマニュ
アルを作成した。（図3） 
(7)JA山形おきたま吉島地区の圃場ポリゴン
データを修正し、平成21年度から23年度の宇
宙利用促進調整委託費で開発した「衛星デー
タを利用した農民参加型営農支援システムの
構築（研究代表者 東京農業大学 鈴木充夫
」の研究成果である衛星画像から推定した
SPAD値とタンパク値を協力農家の圃場に取り
込んだ。（図4） 
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図 1 携帯用 GPSで作成する簡易圃場図例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2 外注した圃場ポリゴンデータ例 
 
 
   
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
 
 
    
 図 3 住民参加型 GISのマニュアル例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 図 4 2012年 7月 29日の圃場別 SPAD値 
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